
平成２９年度 第２回市川市自立支援協議会 

 
 

日 時：平成２９年８月３１日（木） 
午後１時３０分～３時３０分 

 
場 所：急病診療・ふれあいセンター２階 

第２集会室 
 
 

会 議 次 第  
 
 

１  開会 
 

２  各専門部会・障害者団体連絡会の状況について 
   （資料１－１～４） 

 
３  次期障害者計画の策定について 
   （資料２－１～４） 

 
４  地域生活支援拠点について 
   （資料３） 

 
５  その他 

 
６  閉会 
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相談支援部会 

H29.8.31 

 

〇各関連会議からの報告  ＊別紙参照 

 ①市川障害児者相談支援事業所連絡協議会（Is-net） 

 ②権利擁護連絡会 

 ③地域移行支援協議会 

 ④障害児支援連絡会 

 ⑤重心サポート会議 

 

〇次期障害者計画策定について 

 前回の本会での提案書より、具体的な施策や事業についての意見・提案の抽出を実施。 

 

〇えくる 相談者数推移  ＊別紙参照 

 

〇各プロジェクト取組報告 

 【プロジェクト 1】 ガイドライン改訂 

  ・相談窓口 ポイントの見直し 

 

 【プロジェクト 2】 ガイドライン研修 

  全 3回 17：30～20：30 急病診療・ふれあいセンター2階 集会室 

  ・1回目 平成 30年 1月 12日（金） 

       前年度同様 理念・概念の理解（保戸塚氏・山﨑氏） 

  ・2回目 平成 30年 1月 26日（金） 

       差別、虐待について 

       経済的虐待事例 演習・ロープレ 等 

  ・3回目 平成 30年 2月 9日（金） 

       検討中 

 

 【プロジェクト 3】 人材確保、育成、啓発及び拠点事業への取組   別紙参照 

  ・各関連協議会等との情報交換会終了。全 10団体 延べ 233名からの意見を集約し

課題を抽出  

資料 1-1 
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   多かった課題として、人材確保・育成、啓発（周知・連携）についての取組を行っ

ていく予定。 

   ―上がっている意見― 

   ＊人材確保 

    管理者・経営者対象の説明会等の実施 / 優良事業所への褒賞 / 加算・手当を

つける   等 

   ＊育成 

    アセスメントシートの再作成と共有 / マニュアルの作成（現在進行中）/ 認定

調査委託 / 医師の意見書 開示 / 基本相談範囲・保障 / Is-netサポート

事業の活用促進 / 障害分野別技術能力向上 等 

   ＊啓発 

    学校、保護者、サービス事業所、医療機関、保育クラブ 等 

   ＊拠点事業 

    基幹の増設 / 警察介入事例 / 緊急対応 等 

＊その他 

家族支援 / 行政との連携・共有、期待 / コニュニケーション支援のバリア 

等 
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IS-net活動報告 

 

【定期総会】 

日時 ： 平成２９年５月２３日（木）１３：３０～１４：１５ 

場所 ： 勤労福祉センター本館 第２会議室 

議事 ： ①平成２８年度事業報告 

     ②平成２８年度決算報告（監査報告含む） 

     ③会則改正（案） 

     ④役員報酬規程（案） 

     ⑤謝礼金に係る規程 

     ⑥平成２９年度事業計画（案） 

     ⑦平成２９年度予算（案） 

     ⑧平成２９年度役員紹介 

参加者： 会員４３名 

 

 

【幹事会】 

日時 ： 平成２９年７月７日（金）１０：００～１２：００ 

場所 ： 障害者支援課支援ルーム（急病診療・ふれあいセンター３F） 

議事 ： ①CSK・・・5月役員会 

②ぶっちゃけ会・・・第 1回ぶっちゃけ会報告  

          第 2回ぶっちゃけ会企画（案） 

          医師と相談支援専門員との連絡票（案）について 

③研修・・・第 1回初任者向け基礎講座報告 

      10月研修会（外部講師）について 

④保戸塚会長より・・・相談支援事業所実態調査（案）について 

⑤内野会計より・・・立替・研修等請求書について 

          会費納入についての進捗状況 

⑥事務局より・・・情報交換会アンケート結果について 

         事業所ツアーについて 

         サポート事業の実施について 

 

 

【情報交換会】 

日時 ： 平成２９年５月２３日（木）１４：１５～１６：３０ 

場所 ： 勤労福祉センター本館 第２会議室 
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内容 ： 情報提供 

      ①市川市障害者支援課 

      ②基幹相談支援センター 

      ③南八幡メンタルサポートセンター 

参加者： 会員３９名 

 

 

【初任者向け基礎講座（第 1回）】 

日時 ： 平成２９年６月３０日（金）１６：３０～１８：００ 

場所 ： 勤労福祉センター（本館）第４会議室 

内容 ： 「障害者と相談支援」日本の障害者と相談支援の歴史 

参加者： 会員１３名 

 

 

【ぶっちゃけ会】 

日時 ： 平成２９年５月２６日（金）１８：００～２０：００ 

場所 ： ふれあいセンター３F 支援ルーム 

内容 ： 計画相談あるある 

参加者： 会員１１名 

 

 

 

以上 

4



市川障害者権利擁護連絡会からの報告（平成２９年８月３１日本会用） 
 
１．平成２９年２月２０日 定例会報告（午後１時から、メンタルサポートセンターにて） 

・参加者・・後見相談担当室より２名。家族会４団体より８名。市川市差別の相談窓口より２名参加。 
・内容・・担当室より、成年後見制度利用促進法について説明有り。法人後見３件受任。 
・市川市差別の相談窓口より説明 

     市川市における差別に関する地域協議会の設置について。既存の「市川市における暴力等対策ネ  

ットワーク会議」を地域協議会として位置付けた。 
     平成２８年４月設置以来、７件の相談を受けた。 
     質疑・・家族も差別的取り扱いについて、慣れてしまっていたり、気が付かなかったりして、相談窓

口につながっていない。今後、地域の中で、意識して、見ていく必要を話し合った。 
 
２．平成２９年５月２２日 定例会報告（午後１時から。市川市中央公民館にて） 

・参加者・・後見相談担当室より２名。家族会４団体１０名。 
・内容 

① 担当室より 
・昨年度の活動報告があり、講演会や出前講座が２５回。相談件数４３４件。 

市民後見人養成講座受講者１９名は、今年度より、専門職後見人について実習をしたり、日常生活

自立支援事業の生活支援員について、実習を重ねて行く予定。 
・法人後見については、現在、６件を受任中。 
・後見制度利用促進法基本計画にうたわれている地域連携ネットワーク推進のために、後見相談担当

室は、「後見支援センター」として組織を改めていきたい旨、市と話し合っていく、とのこと。 
② 家族会より 
・「障害のある人と成年後見～家族の思いを伝える～」の改訂版を作製する。 
・昨年、千葉県手をつなぐ親の会とＰＡＣガーディアンズの両者で、県内入所支援施設への、後見制度

に関するアンケートを取った。今の後見制度が持つ課題や問題点が明らかになった。その報告をした。 
 
３．平成２９年７月１１日（午前１０時～午後３時。男女共同参画センター） 

① 家族会より 
・冊子「家族の思いを伝える」改訂版作成状況報告 
・７月１０日 市川手をつなぐ親の会「福祉部長を囲む会」にて、後見相談担当室を、後見支援センタ

ーへ改組してほしい旨、意見発表を行ったので、その報告をした。 
② 担当室より 

・法人後見受任件数 ６件。うち、障害者が１件。市長申し立てが３件。 
・専門職後見人によるアドバイザーを設置。弁護士・司法書士・社会福祉士の３名。 
・市民後見人養成講座受講者の現況  月１回定期研修会。訪問活動に同行。 
・市民後見人の今後の見通し・・単独型後見（社協が監督人）、社協との複数後見など、いくつかのパ

ターンがあり、模索中。 
③ 成年後見セミナーについて 

・今年度は、１１月１０日（金）に実施 午前１０時より  会場： 男女共同参画センターにて 
・親の高齢化にともない今年度のテーマは「『わたしの意志』を伝える～成年後見そして遺言・相族」 
 講師は、酒井伸明氏          次回定例会 ８月３１日 午後１時より 全日警にて     
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地域移行支援協議会について報告 

 

サンワーク相談支援事業所 じょいたむ 

松田 武丈 

平成 29年６月 1５日（木）１５時半～南八幡ワークスにて開催された 

「平成２９年度 第２回地域移行支援協議会」について以下のとおり報告いたします。 

◆第 1回圏域連携コーディネーター会議の報告 

…年二回開催され県の事業概要説明も含 圏域内での実施状況の報告 情報共有の場 

千葉県精神障害者地域移行支援事業協において議会開催、ピアサポータ配置 遠隔地退院

支援事業を実施しているが、これらのほかに「人材育成事業」を今年度より船橋、海匝、

印旛の３圏域にて実施される予定 

…精神障害者地域移行支援・地域定着協力病院の認定について 

認定のため昨年より動いている。国府台、式場、中山病院などで推進したい 

◆遠隔地退院支援事業について 

圏域以外の病院（長期）より地域に戻りたい人、遠隔地の方に沿ったものを目指す 

現状としては数があがってこない故に、県としては使いやすものを提供していきたいとし

ている （委託費用の予算等は組まれている） 実績は 28年度に 1件 （市川市）のみ 今

後工夫が必要としている 病院の方にもこの制度を知っていてほしいと思う 

今年度予算の使い方も（とくに旅費や人件費）考慮されつつあり、今後該当者ではと思わ

れる場合は支払い等も含めコーディネーターの石原まで相談 

◆定着支援に関して 

各事業所の現状や取り組んでいる故の悩み等を話す 

・定期的な訪問で見守るタイプが多いか 

・通所、居宅のサービスにつながらない→定着で引っ張らざる終えない現状が一部見られ

る 

 介護保険に繋がらない場合も同様 

・地域移行を利用するにあたり定着支援の利用は必須か？→ケースによる 

・電話対応について→夜間電話がないわけではない 

・定着支援の終了が見えない。いつまで使えるかわからないのに定着支援で引っ張れるか？ 

・請求の際にこれは対象になるのか？と、請求に迷うこともあり 

・1 日２回の出動 請求は出来るものならしたいんだが… 

 

◆中山病院内にて院内研修開催 ※今年も呼んで頂ける予定 

基本的な講義のほかに当事者に来てお話をしてもらいたいという意見があり調整 

２９年９月２９日開催予定 
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◆その他 

各事業所より地域定着支援の実施状況の報告がなされた 

・夜間も対応 当番制で動いています 

・家族と一緒だと…定着つけられない これははがゆい 

・実際に稼働はないけれど電話が多い人がいる 対応が難しいケースも 

・障害福祉サービスに繋がらず、定着支援でひっぱるケースも有 

・定着支援を外した人は、各事業所でしっかりと様子をみてもらう 

・終了のタイミングが難しい 体制作りをしたけどうまくいかなかった事もあり 

・緊急携帯電話を用意 頻繁に電話が来るケースもある 

・定着支援のサービスを外せない…更新せざる終えない。そういった場合は基幹に相談？ 

・他市区町村はどんな感じなのだろうか… 

簡単に定着のサービスを出してくれないところもあると聞いたけど？ 

⇒市川市らしい地域定着支援を作り上げていくことを目指したい 

＜参考＞地域定着支援…市川市２９件 全国…１７８５件（２６年度） 

 

次回 ８月２４日開催予定 
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                      Ｈ２９／８／３１ 自立支援協議会提出資料 

 

障害児支援連絡会・活動報告 

 

○定例会（情報交換会含む）を、以下の通り実施しました。 

    日時：  平成２９年６月２７日（火） １０：００～１２：３０ 

  会場：  市川市急病診・ふれあいセンタ－２Ｆ集会室 

  参加者：  市内の障害児支援関係事業者、特別支援学校関係者、社会福祉協議会 

        担当者、市川市発達支援課、市川市障害者支援課等、計７０名ほど。 
   次第： ・当年度事務局及び幹事の紹介 

      ・報告及び連絡 

        ライフサポ－トファイルの説明と活用のお願い（発達支援課） 

        庁舎移転に伴う課内体制の変更について（障害者支援課） 

        基幹相談支援センタ－の整備について（障害者支援課） 

                基幹相談支援センタ－えくるの紹介（芦田行徳ＳＴ副所長） 

                相談支援に関する意見交換（金委員、保戸塚委員） 

            ・情報交換会（事例検討会） 

                事業所より、保護者・家庭支援や地域連携に関する事例を提出し 

        ていただき、グル－プ及び全体討議を実施しました。 
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重症心身障害児者サポート会議 報告書 
平成 29 年７月 10 日開催 会議報告 
 
① 障害者計画について 

 これまでの計画では、具体的な記載の少なかったリハビリテーションについて、次期

障害者計画では第 5 節に「保健・医療・リハビリテーションの充実～健やかに暮らす～」

として取り上げられることより、計画として具体的な方針を求めると共に、地域が取り

組むべきことを確認した。（別紙参照） 
 

② 基幹支援センターと地域生活支援拠点に関するシンポジウム開催について 
 7 月 28 日開催の地域生活支援拠点について、課題の認識を共有し、重心サポート会

議からは、具体的に医療的ケアの必要な方が利用できる入所及びショートステイの施設

がないことを具体的事例を通し示す。 
このような環境から重心サポート会議では、「どれみ♪ネット」として民間の通所施

設、ヘルパー事業所、訪問看護事業所等を結び付けて行える支援体制を考えてきたこと

を説明し、そこにはコーディネターが必要となり、配置に対する予算の要望、また面的

整備をする際の協力できる施設、事業所への家賃補助や設備に対する助成を行って頂き

たいことを発表する。 
 

③ キッズどれみ♪について 
 8 月 19 日開催の児童を対象とした日中預かりのイベントについて以下を確認した。 
・パンフレット（申込用紙）配布先 ※利用者用とボランティア用別 
・申し込み締め切り期日 
・レクレーション内容  

午前 ハンドアーチェリー（肢体不自由児者父母の会より借用） 午後 音楽 
 

④ 事例検討 
 今年度は会議参加の事業所や機関において、相談支援に関わる事例を発表して頂き、

検討する時間を設けた。6 月 7 月は、県立船橋特別支援学校、8 月松香園予定。 
以上 
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重心サポート会議資料 
平成 29 年 7 月 10 日 

 
市川市の地域におけるリハビリテーションについて 

―障害者計画策定に向けて－ 
 

 平成 29 年度までの市川市障害者計画では、リハビリテーションは、「第 4 節保健・医療

の充実（健やかに生きる）の 2．医療・リハビリテーション」に記載があり、<施策の基本

方針>として「障害者が現在の心身機能を維持するためには医療・リハビリテーションが不

可欠なことから、できるだけ身近で、そのサービスを利用することが出来る様、医療関係

者の障害への理解促進や専門家の育成・確保、福祉機能との連携を進める」とされている。 
 具体的な重点事業として、「身体障害者地域リハビリテーション体制整備事業」の中で、

肢体不自由のある方の身体機能を維持するために、理学療法・作業療法士が、地域への通

所や施設への巡回、戸別訪問などにより訓練・指導を行い、地域におけるリハビリテーシ

ョン体制整備をすすめるとあった。 
 次期障害者計画では、上記の保健・医療の充実に加えて、第 5 節として「保健・医療・

リハビリテーションの充実～健やかに暮らす～」とされると、自立支援協議会ＰＴより提

案があり、より意識される項目となり、具体的な方針が求められる。 
 これまでの、重点事業での課題は、「地域リハビリテーション」を普及させることとして、

まずは日中活動の場である施設への巡回指導という方法を通じてその効果を実感し、利用

者本人や家族の変化、施設職員の介護方法や関わり方の改善が見られたとあるが、そもそ

もの「地域リハビリテーション」の概念がなじみの薄いことであり、今後も研修会等も加

えて取り組んでいくとされている。 
 「地域リハビリテーション」とは、障害を持つ人や高齢者及びその家族が、住み慣れた

ところで、そこに住む人々と共に、一生安全に生き生きとした生活が送れるよう、医療や

保健、福祉及び生活に関わるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場から

協力し合って行う活動すべてをいうと定義され、行政や、専門職の方々のみが行うことで

はなく、家族や、福祉施設やヘルパー、それぞれがその意識を持って関わり成し遂げるこ

とであり、このような福祉サービスにおいてもリハビリテーションについての方針を掲げ

ることが重要ではないかと考える。 
 巡回指導があり、やってもらっているという感覚から自分たちが取り組んでいることと

いう方向へ進んでいけるよう計画にも示していただき、具体的な活動へと繋げていきたい。 
 福祉の制度としてもリハビリ加算等、専門的な視点や技術が必要となるが、執り行える

要件はあるなかで、あらゆる人々が協力し合って地域の体制作りを行える目標や方針を明

確に掲げていただきたい。 
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平成28年度えくる報告
基幹型支援センターえくる

平成28年度えくる報告

平成２８年度
基幹型支援センターえくる 報告

１）平成２１年度～平成２８年度 相談者数推移
２）えくる支援ステージ
３）平成２８年度 新規相談者・年代別
４）平成２８年度 新規相談者・障害別
５）平成２８年度 新規・えくるへの入り口

６）平成２３年度～平成２８年度 新規年代別累積データ
① 新規（～２０）
② 新規（６０～）
③ 年代別累積データ報告

７）平成２１年度～平成２８年度 ８年間の障害別相談者数

基幹型支援センターえくる
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平成28年度えくる報告

３４７名
１８３名

８５名

４３２名

えくる継続の方
新規相談者数

えくる終了の方

平成２６年度

えくる継続の方

２４９名

４８９名
２１６名

７４名

５６３名

えくる継続の方新規相談者数

えくる終了の方

平成２７年度

８年間の新規相談者数
累計 １，６６８名

１）平成21年度～28年度相談者数推移
H21・4/16～H29・3/31

３３０名 ２１５名

新規 終了

平成２１年度

２２６名１１５名

平成２２年度

３４１名

継続 新規 終了

１１５名

平成２３年度

継続 新規 終了

１４４名１８６名

３３０名

１４２名

平成２４年度

継続 新規 終了

２０３名１８８名

３９１名

１４０名

（４５５名）

２１９名

７０８名

７０８名

うち基幹相談支援センター
えくるに引き継ぐ方

新規相談者数

基幹型支援センターえくる
終了の方

平成２８年度

平成２５年度

継続 新規 終了

１４７名２５１名

３９８名

１４９名

２８年度新規

２１９名

基幹型支援センターえくる

ステージ１
基盤作り

ステージ２
支援体制づくり

ステージ３
経過観察

経 済

医 療
健 康

サービス
利用希望なし

日
常
生
活
上
の
相
談

不安の傾聴

生活スキルに関する
相談住まい

情報提供

指定相談

経
過
観
察

利用手続き
事業所調整

サービス
利用希望あり

事
業
所
の
フ
ォ
ロ
ー

えくるの支援ボリューム

２）えくる支援ステージ

(I,j)

基幹型支援センターえくる

教 育

平成28年度えくる報告

定着に向けた
通院同行

２８年度継続

４８９名

28年度終了時

２５３名
３５．７％

28年度終了時

４５５名
６４．３％
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平成28年度えくる報告

～５
1%

～１５
8%

～１８
4% ～１９

3%

～２９
15%

～３９
21%

～４９
24%

～５９
12%

～６４
6%

６５～
6%

２８年度 20代 30代 40代 50代 60代 高齢者

年齢 ～５ ～１５ ～１８ ～１９ ～２９ ～３９ ～４９ ～５９ ～６４ ６５～ 不明 合計

人数 3 17 9 7 33 46 53 25 12 14 219

36 169 14 0

16.44% 77.17% 6.39% 0.00% 100.00%

３）平成２８年度 新規相談者・年代別

平成28年度えくる報告

肢体
7%

視覚
1%

聴覚
1%

内部
1%

知的
20%

精神
48%

発達
15%

高次脳
2%

難病
1%

重心
0%

その他
1%

不明
3%

（人数） （比率）

肢体 16 7.3%

視覚 2 0.9%

聴覚 1 0.5%

内部 1 0.5%

知的 44 20.1%

精神 105 47.9%

発達 33 15.1%

高次脳 5 2.3%

難病 3 1.4%

重心 1 0.5%

その他 2 0.9%

不明 6 2.7%

219 100.0%

４）平成２８年度 新規相談者・障害者別
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平成28年度えくる報告

大項目 件数 中項目 件数
本人 21 9.59% 本人 21
家族 27 12.33% 親 26

きょうだい 1
市川市役所 39 17.81% 障害者支援課 15

メンタルサポートセンター 9
生活支援課 3
保健センター 6
介護福祉課 1
子育て支援課 1
こども発達センター 1
市営住宅課 1
身障センター 1
市議会議員 1

千葉県関連 15 6.85% 保健所 2
CAS 1
中核センター 5
GH支援ワーカー 1
児童相談所 1
千葉リハビリテーションセンター 2
ハローワーク 1
警察署 2

社協関係 2 0.91% 社協 2
市内障害福祉事業所 22 10.05% 障害福祉サービス事業所 15

計画相談・障害児相談支援 6
委託就労支援機関 1

医療機関 35 15.98% 精神科医療機関 26
医療機関 2
市外医療機関 7

高齢者支援系 18 8.22% 包括
高サポ 15
介護CM 3

学校関係 10 4.57% 小中高大学校 5
特別支援学校 5

市外福祉関係 6 2.74% 市外福祉関係機関 3
市外 計画相談・障害児相談支援 3

市川市
4

1.83%
生活サポートセンター 4

生活サポートセンター
その他 20 9.13% その他相談機関

不動産 2
知人 2
親の会 7
当事者会 4
他市基幹 2
寄り添いほっとライン 2
各種イベント 1

219 100.00% 219

５） 平成28年度 新規・えくるへの入り口

平成28年度えくる報告

本人
10%

家族
12%

市川市役所
18%

千葉県関連
7%

社協関係
1%

市内障害福祉事業所
10%

医療機関
16%

高齢者支援系
8%

学校関係
5%

市外福祉関係

3%
ＳＯＲＡ
2% その他

9%

平成２８年度 新規・えくるへの入り口
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平成28年度えくる報告

年齢 ～２０ ～２９ ～３９ ～４９ ～５９ ６０～ 不明 合計

２３年度
人数

20 15 24 36 16 27 6 144

２４年度
人数

36 27 44 44 22 30 0 203

２５年度
人数

25 29 32 21 16 24 0 147

２６年度
人数

30 22 35 48 25 21 2 183

２７年度
人数

44 38 33 55 31 15 0 216

２８年度
人数

36 33 46 53 25 26 0 219

0

50

100

150

200

250

300

～２０ ～２９ ～３９ ～４９ ～５９ ６０～ 不明

２８年度 人数

２７年度 人数

２６年度 人数

２５年度 人数

２４年度 人数

２３年度 人数

６）平成２３年度～平成２８年度 新規年代別累積データ

平成28年度えくる報告

年齢 ～５ ～１５ ～１８ ～１９

２３年度 人数 0 14 5 1

２４年度 人数 4 19 10 3

２５年度 人数 3 12 9 1

２６年度 人数 4 12 13 1

２７年度 人数 2 24 12 6

２８年度 人数 3 17 9 7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

～５ ～１５ ～１８ ～１９

２８年度 人数

２７年度 人数

２６年度 人数

２５年度 人数

２４年度 人数

２３年度 人数

① 平成２３年度～平成２８年度 新規（～２０）累積データ
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平成28年度えくる報告

年齢 ～６４ ６５～

２３年度 人数 18 9

２４年度 人数 9 21

２５年度 人数 9 15

２６年度 人数 9 12

２７年度 人数 6 9

２８年度 人数 12 14

0

10

20

30

40

50

60

70

80

～６４ ６５～

２８年度 人数

２７年度 人数

２６年度 人数

２５年度 人数

２４年度 人数

２３年度 人数

② 平成２３年度～平成２８年度 新規（６０～）累積データ

平成28年度えくる報告

③ 年代別の累積データからの報告

３０代～４０代の相談者像
(1) 親が介護保険を利用する年代になり親のケアマネが入ることで引きこもって

いた障害を持ったお子さんが見つかったケース
(2) 親が高齢となり子供の先行きが不安となりつながったケース
(3) 脳梗塞、交通事故等で高次脳機能障害を発症
(4) 過度なストレス等で精神疾患を患った方

～２０歳までの相談者像
(1) 高校受験に向けて手帳取得や特別支援学校への道筋をはかるケース
(2) 親の気持ちの中で子供が安定して暮らせるように願う
(3) 子供に障害があったときにどこにつながれば良いか？

６０歳～の相談者像
(1) 介護保険のケアマネへのアシスト
(2) 障害があっても高齢化の波が現実化
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平成28年度えくる報告

身体 肢体 重心
内部

（難病）
知的 精神 発達 高次脳

その他
(高齢含）

平成21年 43 95 172 12 3 5 330

平成22年 35 57 107 15 6 6 226

平成23年 18 32 72 9 7 6 144

平成24年 1 7 5 4 46 97 21 14 8 203

平成25年 3 7 3 1 33 77 12 5 6 147

平成26年 4 5 3 1 41 102 19 7 1 183

平成27年 4 11 4 5 58 98 22 8 6 216

平成28年 3 16 1 4 44 105 33 5 8 219

合計 111 46 16 15 406 830 143 55 46 1,668

6.65% 2.76% 0.96% 0.90% 24.34% 49.76% 8.57% 3.30% 2.76% 100%

７） ８年間の障害別相談人数

平成28年度えくる報告
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平成 29 年度 第 2 回自立支援協議会 
生活支援部会 活動報告 

 
１．報告 

  ○部会 5/23、7/3、8/8に開催。幹事会を部会前に 3回開催。 

   ・障害者計画への提言についての検討 

・地域生活支援拠点についての検討 

・関連会議（居宅支援連絡会・日中活動連絡会・グループホーム等連絡協議会・重心サ 

ポート会議）からの報告を受け、情報共有および情報交換 

・is-net、障害者団体連絡会等の関連団体との情報共有 

 

○啓発活動 

市川市との協働の元、以下のイベントを、部会委員を中心とした実行委員会方式で準備中。 

 
（１）和洋女子大学 里見祭でのハートフルツアー 

    ・例年同様、大学のご協力のもと実施予定 
 
（２）障害者週間イベント 
   ・例年、12 月 3 日～9 日の障害者週間の時期にコルトンホールなどで実施している 

     イベント 
・今年はその期間に開催すると同時に、日程を限定せずその前後数週間に市内各所で 

     行われる様々な行事を障害者週間イベントと関連付ける 
    ・テーマカラーを市川市の色（水色）を使った水玉とし、ポスター・チラシを作成 
    ・イベント・行事・サービス事業所等には、水玉模様を掲示・身につけてもらう 
    ・市内随所で見かける水玉模様から、障害への意識を醸成するような働きかけ 
 

２．各連絡会・会議等の活動 
 （１）日中活動連絡会 
     ・利用者・家族の高齢化の実態把握のためのアンケート調査実施予定 
 
 （２）居宅支援連絡会 
     ・9/13 研修会  

ホームヘルプサービスを利用している当事者のお話を伺う 
 
 （３）GH 等連絡協議会 

     ・GH ニーズ把握のためのアンケート調査実施予定 

       内容、対象、配布方法等の検討中 

 

 （４）重心/サポート会議 

     ・8/19 「お泊りどれみ♪」の実施 

     ・どれみネットによる宿泊体験の企画 

 

以上 

資料 1-2 



平成 29 年 8 月 31 日（木） 
就労支援部会からの報告 

 
○就労支援部会としての取り組み 
 １．就労支援担当者会議・福祉的就労担当者会議での合同研修の実施 
    

↓ 
  今年度は福祉的就労担当者会議のメンバーが中心となり、テーマを設定する。 
 
 
●就労支援担当者会議（しゅうたん）の取り組み 
 ①市内の事業所ガイドを更新中 
 ②就労移行事業所説明会の実施の検討 
 ③各事業所間での協力体制の確立 
 ④ハローワークが中心となり、労働関係法令・制度に関する勉強会の実施 
 
 
 
 
 
●福祉的就労担当者会議（ふくたん）の取り組み 
 ①就労支援部会合同研修に関するテーマの検討 
 ②賃金向上・支援力強化にかかわる内部勉強会の実施 
 ③本人・家族の高齢化に係る諸問題の整理・検討 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以 上 
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平成２９年第２回自立支援協議会 障害者団体連絡会資料 
 
障害者団体連絡会からの報告 
 
１．昭和学院インタビュー報告 

全国大会 １１位入賞 制作したラジオ番組を団体連絡会で拝聴の予定 
 
２．防災プロジェクトチーム 
別添資料参照 

 
３．啓発バリアフリーハンドブック編集委員会 
印刷やこれからの啓発活動に対しての活動の施行 

 
４．障害者週間 
当日のブース、チャレンジドミュージカル参加予定 

 
５．ハートフルプラン等の提案 

①問題提起 … 精神保健福祉について 別添資料参照（注意：数字に関しては推計） 
②防災に関して … 前項の別添資料参考 

 
６．公民館等の利用について 
予約の配慮について 

 
７．障害者団体連絡会のこれからの方向性の志向 
①市の事務局が離れてからの独立性について 
②障害者団体連絡会の自助活動について 
③アンケート等からの問題把握 
④関係機関との連携 
⑤障害者にかかわる機関との啓発、話し合いの協議の推進 

 
８．９月７日の障害者団体連絡会勉強会 
基幹相談支援センターえくるについて 

資料 1-4 
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【防災プロジェクトチーム】 
 
１．防災訓練への参加 

各団体への周知 … 次年度以降下記事項をより具体化するうえで参加要請をする 
（障害者支援課の支援を強化） 

 
２．自立支援協議会への提案 
障害者計画における災害対策の推進 
①避難体制の整備 
・避難行動要支援者名簿の早期定着化 
②避難所における良好な生活環境対策 
・避難所となる学校等のバリアフリー化の推進 
・情報・コミュニケーション等に対する支援 
・福祉避難所（二次避難所）の設置状況及び該当箇所の状況 

  （福祉避難所の確保・運営ガイドライン等、内閣府防災担当 28 年 4 月参照） 
③災害時に必要とされるものの備蓄 
・ストーマ装具等及び医療品等の備蓄 
・物資供給協定について 
④障害者通所事業所等における災害時マニュアル及び避難訓練等の実施について状況 
把握 

 
３．防災プロジェクトの開催日程 
原則、本会議の後に実施する 
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【南八幡メンタルサポートセンター民営化の問題点について】 
 

富岡太郎 
 

地域に潜んでいる「ひきこもり」は、精神科につながっている人が 4 分の 1 だそうです。

4 分の 3 は、家族が隠していて恥じている状態です。（ひきこもりは恐らく 2％そのうち受

診者は、4 分の 1 ですから、市内 48 万人の 0.5％ 2,500 人くらい。この中で手帳や自立支

援をもらっている人は 500 人くらいだろうと思われます。2％という数字は「クラスに 1 人」

です。全国で 300 万人となります。一方、全国で 60 万という数字もありますが、たぶん受

診者をカウントしている『0.5％』でしょう。） 
高齢ひきこもりは、ひきこもりの半分と言われており、市川市では 1,250 人となります

が、困難ケースは 250 人くらいと思われます。このボリュームを押さえておくと、「基本相

談」の必要な患者さんが潜んでいる実数を考えることができます。このうち「掘り起し」

の対象となるのは、50 人くらいではないか？200 人は自分から「手上げ方式」で相談のア

クションを起こすでしょう。 
民営化前のメンタルサポートセンターは地道に「掘り起し」を行っており、私の知る限

り、1 日の電話件数が 40 人、訪問件数は 10 人くらいだと思います。（かつての『センター

タイムス』には数字が出ていました）電話相談は週 2～3 回、訪問は月 2～4 回がスタンダ

ードだと思います。これで、職員と「信頼関係」が生まれると、「外へ出る」段階に入りま

す。「週 1 回ランチグループの参加」が第 1 歩です。（つまり相談支援と社会資源「地活」

が一体の方がいい人が 50 人くらい存在するということです）「日中活動」が面白くなると、

「メンタル利用者」となり、地活機能にのっかります。そこで初めて「対等な関係性―仲

間作り」を体験します。逆に言うと「仲間・友達」の手前に「職員に依存する状態」が存

在し、「人間不信克服の第一歩」とは「信頼できる職員への依存」なのです。だから、「特

定の職員を指名して関係性を求め」その人だけ受け入れるという「むずかしい患者さん」

が 50 人は存在することになります。相談支援職員と社会資源職員を「切り離して」別人と

した方が「患者抱え込み」にならず、その方がいいのですが、これは一般論に過ぎません。

大部分はそうした制度の方がいいということです。一部の「むずかしい患者さん」は民営

化前のメンタルサポートセンターのような「地活Ⅰ型」の方が相応しいという結論に至り

ます。現在Ⅲ型となったメンタルサポートセンターでは、「基本相談」は実行できず、「取

りこぼしたケース」が続出し、（このような制度にのっからない 50 人の人たちが）自殺リ

スクをかかえることになります。 
なお、自殺者の大部分は精神科受診を拒否したひきこもりの人たちで「うつ症状」を引

き金にして自殺に至るであろうと思われます。（4 分の 3 の中の人たちです） 
これが市川では年間 80 人くらいになっているということです。私たちが「手上げ方式」に

終始する限り、自殺対策は 10 人減らすことが限界だろうと思われます。 
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次期障害者計画策定に向けた相談支援部会からの提案と課題 

 

◎：計画に反映し、計画期間内に取組を開始 

○：計画に反映し、取組を検討 

・：市川市における課題 

 

１ 市の相談支援 

◎相談受付の窓口の障害者支援課への一本化 
◎基幹相談支援センターの拡大・拡充 

 
・どこにいったら相談できるかわかりにくい現状 
・基幹相談支援センター「えくる」や中核地域生活支援センター「がじゅまる」における、相談

終了にならない方の滞留の多さ 
・サービスに繋がりにくい人への支援のあり方 
・基幹相談支援センターの評価機能の位置づけ 

 

 

２ 計画相談支援・障害児相談支援・地域相談支援 

◎計画相談の周知・普及や連携の必要性 
◎当事者、事業者、行政の三者が満足できる仕組みの構築の必要性 
 
・計画相談が認知されていない、定着していない 

・計画相談を受ける際のトリアージの仕方の難しさ 
・相談支援事業所数の不足 

・相談支援専門員の絶対数の不足・専従職員の少なさ 

・計画相談支援事業所間のバラツキ（受けている件数等） 
・計画相談支援に係る報酬単価の低さ 
・セルフプラン率の高さ 
・計画相談支援事業所とその他の相談機関の役割分担の明確化 

 
 

３ 就労に関連した相談 

・相談支援体制の確立と就労支援の促進がリンクしていない（就労するとサービス利用がなくな

り、計画相談支援が外れる現状） 
・就労している人の生活支援への対応 
・就労の定着支援の定義の見直す必要性（これまでは職場で上手くいくように→今後は生活全般

が上手くいくように） 
・雇用率に算定されない（週 1~2 回程度で短時間での労働）人への対応 

資料 2-1 
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・ニーズはあっても支援にあてはまらない人が障害者就労支援センター「アクセス」や障害者就

業・生活支援センター「いちされん」に滞留している現状 
 
 

４ 権利擁護 

◎後見センターの創設（親族後見人へのサポート） 
 
 
５ サービスや社会資源について 

◎移動支援の利用の柔軟性・対象者の拡大（突発的な利用、通学、実習や送迎での利用・身体障

害者の基準の緩和） 
○地域で暮らしていくためのサービスなどの社会資源の充実 
○市レベルにない社会資源との連携の必要性 
 
・サービスの受け皿の少なさ（居宅介護・グループホーム・短期入所・移動支援） 
・重度心身障害児者や医療的ケア児・者への対応ができる事業所の少なさ 
・地域生活支援事業の利用に柔軟性が欲しい 
・地域活動支援センターを併給できる雰囲気 

 
 
６ 住まい 

・保証人がいない人の住居確保 
・住み続けるための支援の必要性 

 
 
７ 連携 

◎行政における所管間（障害と教育や高齢）の連携ができる仕組みづくり 
◎学校や関係機関との協議の場の設置 
◎障害と高齢の連携の必要性や役割分担の明確化 
◎介護分野との連携強化（ショートステイや通所でのハードの共有） 
○介護分野に対する大人の発達障害の理解促進や普及啓発 
○地域住民との連携や協働 
 
・警察との連携や自殺未遂者への夜間・休日対応 

 
 
８ 高齢化 

○サービスの利用に上手く繋がらない人への支援 
○手帳所持者や介護者の年齢層での人数把握 
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・老老介護、老障介護の問題 
・地域生活支援拠点と絡めて、地域で暮らしていくための具体的な方策が必要 
 
 

９ その他の課題 

○地域でのリハビリテーションの推進 
○福祉教育の推進 
○引きこもりや虐待の掘り起こしに繋がるコミュニティーナースの取組を補助金や委託により

事業化 
 
・情報アクセシビリティの弱さ 
・災害発生時や発生後の支援の仕組みの構築 
・研修開催の際の会場確保への支援 
・中途障害による、失職のリスクの高さ 
・経済的に問題を抱えている人へのフォローの必要性 
・障害児福祉計画と障害福祉計画の連動性の確保 
・障害者の概念を再定義する必要性（手帳所持者→支援が必要な人） 
 



平成２９年８月３１日 

自 立 支 援 協 議 会 

会長 山﨑 泰介 様 

 

 

生 活 支 援 部 会 

 

 

生活支援部会からの提言 

 

 「このまちで共に生きる」を実現するため、生活支援部会として「地域生活支援拠点」の整

備を中心として下記を提言します。 

 自立支援協議会においてご協議いただき、市に対し提言していただきますようお願い申し上

げます。 

尚、障害者計画に反映し期間内に実施すべき最優先項目は◎、優先項目は〇、課題として取

り組むべき項目は□としております。 

 

記 

 
Ⅰ．平成 32 年度末までに地域生活支援拠点（以下「拠点」）をスタートすること ◎ 

（１～５は、拠点の機能として国が位置付けているものです。） 
 

１ 相談 

 ・拠点と基幹相談支援センターが有機的な連携を取れる体制とすること 

 

２ 体験の場 

・宿泊体験の場の重要性を認識すること 

・地域生活支援事業の安心生活支援事業等の事業を活用すること 

 

３ 緊急時の宿泊 

・支給決定のない場合も想定し、短期入所以外の資源の活用がはかれるよう、空床確保の 

経費・待機人員の人件費の保証をすること 

 

４ 人材の確保育成 

 ・「相談」「コーディネート」「宿泊」に対応できる人材を、分野の偏りなく確保・育成 

  できるよう、市全体の取り組みとして位置付けること 

 ・法人等が協働し、継続的・計画的に拠点に携わる人を出せる仕組みを構築すること 

 ・人材が定着するよう、従事者を支える仕組を構築すること 

 

５ 地域の体制作り 

・拠点には専従のコーディネイターを置くこと 

・拠点の宿泊を担うところについては、夜間体制を取れるようにすること 

・グループホームの開設を計画的に行い、運営について手厚い支援を行うこと 

・高齢化・重度化に対応できるよう、移動支援の時間数を増やす、利用条件の緩和など 

 柔軟な運用をはかること 

・地域包括ケアシステムを見据え、他制度等との連携を意識した体制作りを目指すこと 
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Ⅱ．全体に関すること 〇 

１． 基幹相談支援センターの充実（当初目標としていた 3ヶ所の設置） 

 

２．人材確保・定着・育成については、「研修」等を事業化し予算の裏付けをはかること 

・市内・県内の大学や福祉系の養成機関との連携を充実させる取り組みを明記すること 

 ・人材に関する中長期にわたる具体的な計画を立て、実施すること 

例：専門スタッフを養成する指導者を作ること 

・人材を支える仕組の構築をすること 

例：ＳＶの仕組作り、事業所ごとに得手不得手があることを踏まえたもの 

・ピアスタッフ（ピアサポーター）の育成、定着支援、研修の仕組み作りに取り組むこと 

 ・権利擁護者（アドボケーター）の育成に取り組むこと 

 

 ３．啓発 

・市川の福祉を伝えるポップな総合パンフレット作り 

・義務教育との連携 

 

Ⅲ．各連絡会、会議等から上がった課題 □ 

・送迎体制の確立（継続） 

 

・南部地域の事業所の計画的開設（継続） 

 

・車椅子・ベッド等のまま利用できる日中の場の整備（継続） 

 

・本人の高齢化対策 

   共生型サービス（介護保険事業の併設） バリアフリー化 スタッフ養成 

 

・市川市家賃補助制度の継続 

日中事業所の継続運営、新規立ち上げの推進の為  

 

 ・医療との連携・協働の推進（とりわけ医療的ケア・精神障害分野） 

 

 ・地域移行（退所・退院後）（社会的ひきこもり含む？）を支える資源作り 

   外泊体験の場、一定期間集中して体験・訓練できる場、宿泊型自立訓練 

 

 ・緊急で避難できる場、寂しさから逃れる場、夜間～早朝独りにならない居場所作り 

 

以上 
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次期障害者計画策定に向けた就労支援部会からの意見 

『障害者雇用に関して』 

：平成３０年４月１日から、障害者の法定雇用率が２．２％に引き上げ（更に平成３３年４月まで

には、更に０．１％引き上げ）となる。 

 

◎：計画に反映し、計画期間内に取組を開始 

○：計画に反映し、取組を検討 

・：課題 

 

１ 就職後の定着支援について 

・支援者のマンパワーの限界のため、ケースへのフォローが低下している。 

・仕事以外の相談等、これまで想定していなかった定着支援の負担が増加している。 

・一般就労により、福祉サービスが途切れてしまう。 

 

 

２ 就労以外の相談の増加 

・仕事以外（家族の高齢化に伴う介護問題等）の相談が増加している。 

 

 

３ 場の必要性 

◎仕事後に立ち寄れる場所、ニーズをすくい上げる場所が必要となる。 

◎職場内・職場外での当事者同士の支え合いのための場所が必要となる。 

 

 

その他 

・一般就労により福祉サービスが途切れることとなり、就労支援機関と相談支援機関との

連携の在り方・役割分担の明確化が必要となる。 
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障害者団体連絡会からのハートフルプランの提案事項 
 
私たち障害者団体連絡会の役員は今回のハートフルプランについて 
全部については検証は出来なかったが、私たちが急務と思われる問題につい大きく二つ提

案するものとする。 
 
１．防災対策について 
①防災という言葉自体を大きく取り上げて欲しい 
②避難行動要支援者名簿を自治会との取り交わしを平成３２年度まで締結する 
③第２次福祉避難室の設置場所、運営方法を確立する 
 
２．精神保健福祉について 
相談事業 
精神障害者の極度の引きこもりや自殺願望者の困難ケースは特別な支援体制を実行する 
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国が描く
地域生活支援拠点
のあり方について

和洋女子大学

髙木憲司

資料3

地域生活支援拠点等の整備促進について（通知）【骨子】

平成29年7月7日

趣旨
Ｈ32年度までの間、地域生活支援拠点等の整備促進を図るため、目的、必要な機

能等、市町村・都道府県の責務と役割を周知・徹底する。

目的
障害者等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、重度障害にも対

応できる専門性を有し、障害者等やその家族の緊急事態に対応を図る。

（１）緊急時の迅速・確実な相談支援の実施・短期入所等の活用

⇒地域における生活の安心感を担保する機能を備える。

（２）体験の機会の提供を通じて、施設や親元からＧＨ、一人暮らし等への生
活の場の移行をしやすくする支援を提供する体制を整備

⇒障害者等の地域での生活を支援する。



必要な機能等
拠点等の機能強化を図るため、５つの機能を集約し、ＧＨや障害者支援施設等に

付加した「多機能拠点整備型」、また、地域における複数の機関が分担して機能を
担う体制の「面的整備型」等、地域の実情に応じた整備を行う。（例：「多機能拠
点整備型」＋「面的整備型」）

①相談 ②緊急時の受け入れ・対応
③体験の機会・場 ④専門的人材の確保・養成 ⑤地域の体制づくり

※ 地域の実情を踏まえ、必要な機能やその機能の内容の充足の程度については、
市町村が判断する。

そもそも、何故「地域生活支援拠点」が必要なのか？

24時間365日、安心できる場所で暮らしたい → 施設入所

・重度障害のある人
・行動障害のある人
・突発的な対応が必要な方

選択肢は、施設入所しかないのか？
地域で暮らし続けるためには何が必要なのか？
→・・・5つの機能が必要

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、体験の機会・
場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫
により整備し、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築。

体験の機会・場

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

多機能拠点型と面的整備型（イメージ）

グループホーム
障害者⽀援施設

基幹相談⽀援センター 等

専門性
地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者⽀援施設

基幹相談⽀援センター
短期⼊所

相談⽀援事業所

⽇中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター
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（1）具体的な内容
①相談
○ 基幹相談支援センター、委託相談支援事業、特定相談支援事業とともに

地域定着支援を活用して、コーディネーターを配置し、
緊急時の支援が見込めない世帯を事前に把握・登録した上で、
常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に
必要なサービスのコーディネートや相談その他必要な支援を行う機能

コーディネーター
（地域定着支援を活用）

事前に把握・登録

緊急の事態に対応（相談）

緊急時の支援が見込めない
障害当事者

ヘルパー事業所からの派遣や緊急短期入所等
（＝その他必要な支援）

常時の連絡体制

最重要

②緊急時の受け入れ・対応
○ 短期入所を活用した常時の緊急受入体制等を確保した上で、

介護者の急病や障害者の状態変化等の緊急時の受け入れや
医療機関への連絡等の必要な対応を行う機能

③体験の機会・場
○ 地域移行支援や親元からの自立等に当たって、

共同生活援助等の障害福祉サービスの利用や
一人暮らしの体験の機会・場を提供する機能

④専門的人材の確保・養成
○ 医療的ケアが必要な者や行動障害を有する者、高齢化に伴い重度化した障害
者に対して、専門的な対応を行うことができる体制の確保や、専門的な対応が
できる人材の養成を行う機能

人は「想像でき
ないこと」は
自らしない！

強度行動障害支
援者養成研修

喀痰吸引等研修



⑤地域の体制づくり
○ 基幹相談支援センター、委託相談支援事業、特定相談支援、一般相談支援等

を活用してコーディネーターを配置し、地域の様々なニーズに対応できるサー
ビス提供体制の確保や、地域の社会資源の連携体制の構築等を行う機能

※ 医療的ケアが必要な障害者等への対応が十分に図られるよう、多職種連携
の強化、緊急時の対応等について、医療機関との連携も含め、各機能を有機
的に組み合わせる。

※ ５つの機能以外に、地域の実情に応じた機能を創意工夫し、付加すること
も可能。
（例：「障害の有無に関わらない相互交流を図る機能」、

「障害者等の生活の維持を図る機能」等）

地域包括ケアシステムの推進
（高齢分野・児童分野・防災分野等との連携）

本⼈

医療

このイメージは、現在表示できません。

このイメージは、現在表示できません。

このイメージは、現在表示できません。

住まい
⼈間関係

働く・⽇中活動

このイメージは、現在表示できません。

連携体制構築会議

余暇活動
社会資源を
つなげる

社会資源がな
ければつくる

インフォーマ
ルな社会資源
こそ重要

（２）運営上の留意点

①拠点等において支援を担う者（支援者）の協力体制の確保・連携

支援者が拠点等における必要な機能を適切に実施するために、支援者全員が、
地域の課題に対する共通認識を持ち、目的を共有化し、協力及び連携して業務
を実施しなければならない。

②拠点等における課題等の活用について

拠点等においては、個別事例の積み重ねから、地域に共通する課題を捉え、
地域づくりのために活用することが重要である。

そのため、例えば、支援者レベルの検討会を開催し、蓄積された事例を集約
し、市町村が設置する協議会の部会等の場に報告することが必要である。

地域⽣活⽀援拠点

⾃⽴⽀援協議会

このイメージは、現在表示できません。

⽀援者検討会
（事例の集約）

事例の分析
課題の抽出

地域課題の共有

報告



③拠点等に必要な機能の実施状況の把握
市町村は、拠点等に必要な機能が適切に実施されているかどうか、定期的に又は

必要な時に、例えば、市町村が設置する協議会の部会等の場を活用して、拠点等の
運営に必要な機能の実施状況を把握しなければならない。

具体的には、例えば以下の（ア）から（サ）に掲げる内容を踏まえながら、拠点
等に係る短期・中期・長期の運営方針を定めていくこととし、その実施状況を把握
する。（以下に掲げる内容は例示である。）

（運営全般に関するもの）
（ア）拠点等の組織・運営体制・担当する区域（※）におけるニーズの把握を行っているか

・拠点等の整備方針の基本理念の検討、関係者間の共有化が図られているか
（イ）地域ごとのニーズに応じて重点的に行うべき業務の方針

・重度、高齢化、独居世帯等の障害者等の生活状況の確認を行っているか
（ウ）障害福祉サービス等事業所・医療機関・民生委員・ボランティア等の関係者とのネットワーク（地域

社会との連携及び専門職との連携）構築の方針
・障害者等や地域住民を含め地域の関係者を集めて、協議会で把握した地域の課題を共有するための勉強
会やワークショップ等を開催しているか

（エ）個人情報の保護
・支援者間において、市町村が定める個人情報保護の規定を踏まえた対応が図られているか

（オ）利用者満足の向上
・相談や苦情に適切に対応できる体制となっているか

（カ）公正、公平性・中立性の確保
・公正、公平性・中立性の観点から、適切に障害者等の受け入れを行っているか

※ 拠点等の整備に係る区域（担当区域）については、市町村の人口規模、業務量、運営財源や専門職の
人材確保の状況、地域における日常生活圏域等との整合性に配慮し、効果的・効率的に業務が行えるよ
う、市町村の判断により担当区域を設定する

（個別機能に関するもの）
（キ）相談

・障害者等やその家族の相談には各制度とも十分に連携しながらワンストップで対応しているか
（ク）緊急時の受け入れ・対応

・「緊急時」の定義付けを行い、緊急時の対応（定義外の対応を含む。）について、具体的な方法を
定めているか

（ケ）体験の機会・場
・空き家・公民館等を最大限活用しているか

（コ）専門的人材の確保・養成
・障害者等の重度化・高齢化に対応できる人材を確保・養成するため、専門的な研修等の機会を確保
しているか

（サ）地域の体制づくり
・地域の多様な社会資源の開発や最大限の活用を視野に入れた必要な体制を構築しているか

④各制度との連携
拠点等は、障害者等の地域での生活を支援することを目的としているため、

地域における障害福祉以外のサービス等との連携体制の構築が重要であるため、
各制度とも十分に連携しながら、拠点等の運営に当たる必要がある。

地域⽣活⽀援拠点 障害福祉サービス

連 携

介護保険サービス

児童福祉サービス 学校 医療機関

発達障害者⽀援センター 労働関係機関

このイメージは、現在表示できません。

課題の共有



（１）整備に向けた取組
・拠点等は、「基本的な指針」において、平成29年度末までに市町村等に少な
くとも一つ整備することとしているが、必ずしも整備に向けた取組が進んでいな
い状況である。（H28.9月時点で22自治体）
・このため、第五期障害福祉計画においても引き続き同様の整備目標を掲げるが、
第四期障害福祉計画の期間中に拠点等の整備を行わなかった市町村等においては、
既に整備が進んでいる地域の事例等も参考としながら、地域におけるニーズの
把握や課題の整理を早期に行い、積極的な整備を進める必要がある。
・なお、拠点等の整備がなされたか否かについては、市町村における必要な機
能等を踏まえ、その実効性が担保されたかどうか等により総合的に判断された
い。
・その際、拠点等の整備時期を明確にしておくことが必要である。例えば、協
議会等の合意をもって、拠点等の整備がなされたと判断することも考えられる。
そのため、「多機能拠点整備型」、「面的整備型」等の整備においては、市町村
が、例えば、協議会等の必要な場を主体的に設ける必要がある。
・また、「面的整備型」を行うに当たって、短期入所事業所を整備することと
なった場合等について、社会福祉施設等施設整備費の優先的な整備対象として
ふさわしいものと考えられる。
・さらに、地域生活支援事業等の「地域移行のための安心生活支援」の事業も
活用いただきたい。

市町村・都道府県の責務と役割

（２）必要な機能の確保・発揮に向けた体制整備に向けての留意点
市町村は、「地域生活支援拠点等の整備に際しての留意点等について」（平成

28年８月26日事務連絡）において示している点に留意し行うこと。（P15～19）

（３）拠点等の必要な機能の充実・強化
市町村は、拠点等において必要な機能を充実・強化することができるよう、そ

の関与に努めるものとする。

市町村の定期的な評価
・まずは拠点等の支援者自らがその取組を振り返るとともに、整備主体たる市町
村が拠点等の運営や活動に対する評価を定期的に行うことが重要である。
→具体的には、例えば、市町村が設置する協議会の部会等の場を活用し、利用者、
家族等の関係者からの意見等も踏まえ、市町村が定めた運営方針を踏まえた効果
的、効率的な運営がなされているか等について、評価を適切に行い、公正、公平
性・中立性の確保や効果的な取組の充実を図るとともに、不十分な点については
改善に向けた取組を行っていくことで中長期的な観点からも一定の運営水準を確
保していくことが期待できる。

地域⽣活⽀援拠点
⾃⽴⽀援協議会

利⽤者、家族等の
関係者からの意⾒
も踏まえ、効果的、
効率的な運営が
なされているか等に
ついて評価

チェック



拠点等の取組情報の公表（普及・啓発）
・拠点等は、地域で生活する障害者等やその家族の身近な相談機関として、そ
の業務内容や運営状況等を幅広く周知することにより、拠点等の円滑な利用や
その取組に対する障害者等及び地域住民の理解が促進されることから、市町村
は拠点等の取組内容や運営状況に関する情報を公表するよう努めることとする。
その際、特に「面的整備型」の場合については、必要な機能等を包括的に明示
するなど、わかりやすく伝わるように工夫いただきたい。
→具体的には、名称及び所在地、法人名、営業日及び営業時間、担当区域、支
援員体制、事業の内容、活動実績及び市町村が必要と認める事項（拠点等の特
色等）の公表を行うこととするが、この取組を通じて、拠点等が自らの取組と
他の地域の拠点等の取組とを比較することも可能となり、自らの拠点等の運営
の改善にもつながることが期待できる。

○○市○○地区拠点事業
所在地
法人名
営業日
営業時間
担当区域
支援員体制
事業の内容
・・・
活動実績
・・・

△△市△△地区拠点事業
所在地
法人名
営業日
営業時間
担当区域
支援員体制
事業の内容
・・・
活動実績
・・・

◎
△

（４）都道府県の役割

・都道府県は、管内の市町村を包括する広域的な見地から、市町村から拠点等
の整備に関する検証及び検討状況等の聞き取りを行い、市町村障害福祉計画と
の調整を図る。また、市町村等における拠点等の整備を進めるに当たって必要
な支援（※）を行うとともに、第四期障害福祉計画の期間中に拠点等の整備が
見込まれない市町村に対して、整備に向けた検討を早期に行うよう促す必要が
ある。

・なお、平成29年度から市町村協議会の活動状況について、都道府県が適切に
把握する体制を構築するため、地域生活支援事業等において、「障害者の地域
生活の推進に向けた体制強化支援事業」を創設しているが、当該事業について
は、都道府県協議会において管内市町村協議会の具体的な活動内容等について
の報告を行う場を設けるとともに、協議会活性化の参考となる事例等の収集や
市町村間での情報交換等を行うことを推進することを目的としているため、必
要に応じて適宜活用されたい。

※ 必要な支援については、例えば、都
道府県において拠点等の整備、運営に
関する研修会等を開催し、管内市町村
における好事例（優良事例）の紹介、
また、現状や課題等を把握し、共有す
るなど後方的かつ継続的な支援を図る
などの対応が考えられる。

○○県セミナー

好事例
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協議会の
活用

委託相談の
活用

基幹相談の
活用

地域定着支援の
活用

既存の
公的社会資源

の活用

既存の事業所の
ネットワーク化

市の熱意

市川市の地域生活支援拠点整備（面的整備）
に向けて

関係者
の熱意

地域生活支援
拠点の実現へ

関係機関の協力

地域主権が試されている・・・

みんなで共に考え、共通の目標をもって、
共に作っていきましょう！

まずは、
事例集約と

地域課題
（ニーズ）の
共有化！




